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第1章 2024 White Paper on Small Enterprises in Japan

令和６年能登半島地震の被災地域の状況

2024年１月１日16時10分、石川県能登地方
を震源とするマグニチュード7.6の地震が発生し
た。今回の震災では、住宅や道路・港湾施設等の
損壊に加え、停電や断水が広範に発生し、これら
は能登地方を始めとする、石川県、富山県、新潟
県、福井県の一部地域に甚大な影響をもたらし
た。同年１月11日には「激甚災害に対処するた
めの特別の財政援助等に関する法律」に基づき、
当該災害を激甚災害の「本激」として指定する政
令が閣議決定されている。本章では、令和６年能
登半島地震の被災地域の状況を概観するととも
に、当該災害の影響を確認する。

はじめに、被災地域の経済概要について見てい
く。第1-1-1図は、被災地域の人口と65歳・75
歳以上人口が占める割合について、見たものであ
る。これを見ると、石川県、富山県、福井県、新
潟県のいずれも、65歳以上人口の割合と75歳以
上人口の割合が全国平均を上回っている。中で
も、能登半島に位置する、七尾市、輪島市、珠洲
市、志賀町、穴水町、能登町（以下、「能登半島
６市町」という。）においては、65歳以上人口の
割合は44.2％、75歳以上人口の割合は23.8％と
なっており、被災以前から高齢者の割合が高いこ
とがうかがえる。

第1-1-1図 被災地域の人口と65歳・75歳以上人口が占める割合

被災地域の人口と65歳・75歳以上人口が占める割合

資料：総務省「人口推計」、「都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）」
（注）1. 石川県、富山県、新潟県、福井県の人口、及び全国平均を含む65歳以上・75歳以上人口の割合は、「人口推計」 のうち、令和２年国勢調
査基準による2022年10月時点の数値を用いている。
2.能登半島６市町の人口、65歳以上人口の割合及び75歳以上人口の割合は、 「社会・人口統計体系」のうち、2020年度調査の石川県七尾市、輪
島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町の数値の合計を用いている。
3.能登半島６市町の人口は、データの制約上、2020年度時点の数値を用いている。

能登半島
６市町 石川県 富山県 新潟県 福井県

人口（2022年、万人） 13 112 102 215 75

65歳以上人口の割合（%）
（全国平均 29.0） 44.2 30.3 33.0 33.5 31.2

75歳以上人口の割合（%）
（全国平均 15.5） 23.8 16.2 18.2 17.7 16.5
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第1-1-2図は、地域経済分析システム（RESAS）1

を用いて、被災地域の人口構成を見たものである。
これを見ると、能登半島６市町は、被災以前から生
産年齢人口の割合が低い状況であることが分かる。

第1-1-2図 RESASで見た被災地域の人口構成RESASで見た被災地域の人口構成

資料：地域経済分析システム（RESAS）人口マップ
（出所）総務省「国勢調査」
（注）1.能登半島６市町は、石川県七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町のことを指す。
2.総数には年齢不詳を含む。

能登半島６市町 石川県、富山県、新潟県、福井県

老年人口（65歳以上）：1,615,287人 （31.45％）
生産年齢人口（15歳～64歳）：2,848,336人 （55.46％）

年少人口（0歳～14歳）：595,297人 （11.59％）

老年人口（65歳以上）：57,464人 （44.19％）
生産年齢人口（15歳～64歳）：60,681人 （46.66％）

年少人口（0歳～14歳）：11,095人 （8.53％）

 1 地域経済分析システム（RESAS）は、地方創生の様々な取組を情報面から支援するために、経済産業省と内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局が
提供している。
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第1-1-3図は、被災地域の企業数・事業所数を
見たものである。これを見ると、当該地域に本社
を置く企業数は新潟県が最も多く、次いで石川
県、富山県、福井県の順となっている。能登半島
６市町では6,336者となっており、石川県に本社
を置く企業の約15.5％を占めていることが分か

る。
また、事業所数について見ると、新潟県が最も

多く、次いで石川県、富山県、福井県の順となっ
ている。能登半島６市町には8,086事業所が存在
し、石川県内に存在する事業所の約14.3％を占
めていることが分かる。

第1-1-3図 被災地域の企業数・事業所数

被災地域の企業数・事業所数

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」
（注）1.企業数は、全産業（公務を除く）の数値を用いている。
2.事業所数は、民営事業所の全産業（公務を除く）の数値を用いている。
3.能登半島６市町の企業数及び事業所数は、石川県七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町の数値の合計を用いている。

能登半島
６市町 石川県 富山県 新潟県 福井県

企業数
（2021年、者） 6,336 40,919 35,421 74,746 30,260

事業所数
（2021年、事業所） 8,086 56,437 48,987 103,861 39,859
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第1-1-4図は、被災地域の企業数及び従業者数
の業種別割合を見たものである。これを見ると、
企業数の業種別割合では、能登半島６市町は全国
と比較して「製造業」、「卸売業，小売業」、「宿泊
業，飲食サービス業」などの割合が高く、「建設

業」の割合も若干高いことが分かる。従業者数の
業種別割合では、能登半島６市町は全国と比較し
て、「建設業」、「製造業」、「宿泊業，飲食サービ
ス業」などの割合が高くなっていることが分か
る。

第1-1-4図 被災地域の企業数・従業者数（業種別）被災地域の企業数・従業者数（業種別）
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第1-1-5図は、地域経済分析システム（RESAS）
の産業構造マップを用いて、全国と石川県、能登
半島６市町の売上高を、業種別に見たものであ
る。これを見ると、能登半島６市町は、全国と石
川県と比較して「卸売業，小売業」の割合が低い
一方で、「建設業」の割合が高いことが分かる。

また、第1-1-6図は、地域経済分析システム
（RESAS）の産業構造マップを用いて、能登半島
６市町の企業数を業種別に見たものである。これ
を見ると、「飲食店」が最も多く、次いで「洗
濯・理容・美容・浴場業」となっていることが分
かる。

第1-1-5図 RESASで見た全国・石川県・能登半島６市町の産業構造（売上高、企業単位）RESASで見た全国・石川県・能登半島６市町の産業構造（売上高、企業単位）

資料：地域経済分析システム（RESAS）産業構造マップ
（出所）総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」
（注）指定地域は、能登半島６市町（石川県七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町）のことを指す。
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第1-1-6図 RESASで見た能登半島６市町の企業数（業種別）RESASで見た能登半島６市町の企業数（業種別）

資料：地域経済分析システム（RESAS）産業構造マップ
（出所）総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」
（注）能登半島６市町は、石川県七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町のことを指す。

企業数（企業単位）：6,336社

上図以外の企業数（企業単位）の合算：1,311社
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第1-1-7図は、被災地域の製造品出荷額等及び
年間商品販売額、延べ宿泊者数を見たものであ
る。これを見ると、製造品出荷額等では新潟県が
最も多く、次いで富山県、石川県、福井県の順と
なっている。能登半島６市町における製造品出荷
額等は約1,796億円であり、石川県における製造
品出荷額等の6.4％を占めていることが分かる。
年間商品販売額については、新潟県が最も多
く、次いで石川県、富山県、福井県の順となって
いる。能登半島６市町における年間商品販売額は
約1,786億円であり、石川県における年間商品販

売額の4.8％を占めていることが分かる。
また、延べ宿泊者数については、新潟県が最も

多く、次いで石川県、富山県、福井県の順となっ
ている。能登半島６市町の延べ宿泊者数に限って
は、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、
能登町に加え、羽咋市、宝達志水町、中能登町の
データも含まれていることに留意が必要ではある
が、当該地域の延べ宿泊者数は約107万人泊で
あり、石川県における延べ宿泊者数の16.4％を
占めていることが分かる。

第1-1-7図 被災地域の製造品出荷額等・年間商品販売額・延べ宿泊者数

被災地域の製造品出荷額等・年間商品販売額・延べ宿泊者数

資料：総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査」、「令和３年経済センサス‐活動調査」、観光庁「宿泊旅行統計調査」
（注）1.能登半島６市町の製造品出荷額等及び年間商品販売額は、石川県七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町の数値の合計を用い
ている。
2.能登半島６市町の延べ宿泊者数は、データの制約上、石川県七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町、羽咋市、宝達志水町、中能登町
の数値の合計を用いている。

能登半島
６市町 石川県 富山県 新潟県 福井県

製造品出荷額等（2021年、百万円） 179,574 2,801,764 3,904,493 5,119,366 2,395,270

年間商品販売額（2020年、百万円） 178,642 3,697,831 2,909,955 6,320,956 1,941,283

延べ宿泊者数（2022年、人泊） 1,072,310 6,551,460 3,067,460 8,396,590 2,711,050

Ⅰ-8 2024 White Paper on Small Enterprises in Japan

令和5年度（2023年度）の小規模事業者の動向第１部

市販版-01-1_小規模2024_1部1章.indd   8市販版-01-1_小規模2024_1部1章.indd   8 2024/07/09   12:56:222024/07/09   12:56:22



第1-1-8図は、内閣府「県民経済計算」を用い
て、被災地域の県内総生産と産業別構成比、構成
比上位産業を見たものである。これを見ると、県
内総生産は新潟県が最も多く、次いで富山県、石
川県、福井県の順となっている。また、石川県の
県内総生産の全国計に占めるシェアは0.8％と
なっている。

さらに、石川県の県内総生産のうち、第１次産
業、第２次産業、第３次産業の構成比は、それぞ
れ0.8％、28.0％、71.2％となっていることから、
第３次産業が中心となっていることが分かる。一
方で、県内総生産を構成する上位産業は、１位か
ら順に、製造業、不動産業、卸売・小売業となっ
ていることが分かる。

第1-1-8図 被災地域の県内総生産・産業別構成比・構成比上位産業

被災地域の県内総生産・産業別構成比・構成比上位産業

資料：内閣府「県民経済計算」より中小企業庁作成

石川県 富山県 新潟県 福井県

県内総生産（名目、2020年度、兆円） 4.5 4.7 8.9 3.6

全国計に占めるシェア（％） 0.8 0.8 1.6 0.6

産業別構成比（％） 第１次産業 0.8 0.9 1.8 0.8

第２次産業 28.0 36.7 30.1 36.1

第３次産業 71.2 62.4 68.1 63.1

構成比上位産業 １位 製造業 製造業 製造業 製造業

２位 不動産業 不動産業 不動産業 建設業

３位 卸売・小売業 卸売・小売業 卸売・小売業 不動産業
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ここまで、令和６年能登半島地震の被災地域の
状況を見てきたが、最後に、被害状況を確認する。
国立研究開発法人防災科学技術研究所の「令和５
年度第４回災害レジリエンス共創研究会」では、
被災地域において液状化が発生したことが報告さ
れている（第1-1-9図）。また、第1-1-10図は、
内閣府が公表した石川県、富山県、新潟県を対象

とした試算結果である。これを見ると、石川県・
富山県・新潟県の毀損額は約1.1～2.6兆円と推
計されていることが分かる2。今回の試算は被害
額を積み上げたものではなく、市町村ごとの震度
に基づいた機械的な試算であり、幅を持って見る
必要があるが、今後も被害状況の把握に努め、復
旧・復興を支援していくことが重要である。

第1-1-9図 被災地域における液状化の状況

1

被災地域における液状化の状況

資料：先名（2024）「令和６年能登半島地震液状化被害の分布と特徴」
（出所）国立研究開発法人防災科学技術研究所「令和５年度第４回災害レジリエンス共創研究会」
（2024年３月５日）
（注）1.250ⅿメッシュ単位のうち、１地点でも液状化があればカウントしている。
2.メッシュ数は2024年２月29日現在の数値を記載している。

メッシュ数（件）

石川県 1,206

富山県 289

新潟県 214

福井県 15

合計 1,724

第1-1-10図 令和６年能登半島地震のストック面への影響試算

令和６年能登半島地震のストック面への影響試算

資料：内閣府「月例経済報告等に関する関係閣僚会議資料」（2024年１月25日）
（注）令和６年能登半島地震による経済への影響を分析する一環として、東日本大震災や熊本地震の際の試算方法を踏
まえ、市町村ごとの震度や被害状況に応じて、過去の大地震における損壊率を参照しつつ、ストックの毀損状況を暫定的に試
算したもの。

毀損額（推計）（兆円）

石川県 0.9～1.3

富山県 0.1～0.5

新潟県 0.1～0.9

合計 1.1～2.6

 2 内閣府（2024b）によると、石川県を中心とした北陸三県に加え、新潟県などの幅広い地域における産業の主要な生産拠点を持つ企業と地場の企業、それらか
ら影響を受け得るセットメーカーなどにおいて、建物や設備の損傷等の被害が多数発生していることが報告されている。
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